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報告 日本復帰前後の沖縄における准看護婦制度の史的考察

仲里幸子'）・吉川千恵子2叱大嶺千枝子3）

Ｉ序論

現在、1948（昭和23）年７月30日公布の保健婦助産婦

看護婦法（以下、保助看法と略す）による准看護婦制度

の廃止の問題が検討中であるが戦後27年間米国軍政下に

あった沖縄の看護制度に関する布令には、准看護婦制度

はなかった。日本復帰を間近に控えた1968（昭和43）年

公衆衛生看護婦助産婦看護婦法（以下、公助看法と略す）

が民立法化されたが'１，日本の保助看法との関連におい

て、准看護婦制度が討議ざれ導入された。その際、法案

に対する沖縄看護協会と沖縄医師会の反応は異なり、そ

れぞれの意見が対立した。特に看護の補助的業務に従事

している者の特例措置に関しては論争の大きな焦点となっ

た。

本研究の目的は、准看護婦制度および看護の補助的業

務に従事している者の特例措置を含む公助看法の成立ま

での経過および立法後の特例措置の経過について考察し、

沖縄県における准看護婦制度導入の特異性を明らかにす

ることである。

校法（NursingSchoolordinance）は、看護婦養成学

校、保健婦養成学校、助産婦養成学校についてうたわれ、

同年出された布令第36号看護婦資格審査委員会（Nurse's

ExaminingBoardordinance）は看護婦、保健婦、助

産婦の資格がうたわれていた。ここでいう保健婦は布令

第35号と第36号の原文のPublicHealthNurseを日本

語訳したもので、“保健婦，，として法規集に掲載したと

考えられる。しかし現場では公衆衛生看護婦と呼ばれ、

保健婦とは呼ばれていなかった。実際、布令第35号と第

36号を整理する形となった1956（昭和31）年の布令第162

号では公衆衛生看護婦と改訳されている。布令第162号

は看護学校並びに看護婦の免許に関する布令（Nursing

SchoolandNurse，sLicensingOrdinance）であり、

看護婦、公衆衛生看護婦、助産婦の資格および看護学校、

公衆衛生看護学校、助産学校がうたわれた。布令第162

号の施行とともに布令第35号および布令第36号は廃止さ

れた。

２．布令より民立法への動き

１９６７（昭和42）年11月15日佐藤・ジョンソン共同声明

発表および同年12月５日第57回臨時国会で佐藤首相は、

両３年以内に沖縄返還の時期について日米両国問で合意

に達するよう努力する旨、述べた3)。これを契機に琉球

政府の各関係機関においては布令や法律・制度等の本士

法への一本化をめざし制度移行の施策の点検が始められ

た。布令第162号看護学校並びに看護の免許に関する布

令に関わるものとして1962年頃から布令を民立法化する

準備が琉球政府において始められた。本土の保助看法の

准看護婦制度が大きな問題であった。１９６７（昭和42）年

６月琉球政府は「看護師・助産師法」案を立法院に勧告

したが廃案になった。１９６８（昭和43）年琉球政府は立法

院へ公助看法の案（資料１－１）を送付した。同年８月

31日立法第149号として公助看法は成立した（資料1-2)。

この法律の立法に際して、准看護婦制度についての日本

の保助看法が大きな影響を及ぼした。

Ⅱ米国軍政下における看護関係法と准看護婦

1950年、琉球列島米国民政府（UnitedStatesCivil

AdministrationoftheRyukyulslands（ＵＳＣＡＲ))の

公衆衛生福祉局に看護専門官が配置された2)。看護専門

官は、専門職としての看護職の社会的地位の向上に力を

注ぎ、さらに布令の公布や改廃にも意見を述べ、その発

言は大きな影響力を有していた。また看護専門官は看護

教育・看護業務等の指導助言、指導者育成のための海外

を含めた研修などを推進した。中でもワニタ・ワーター

ワーズ女史JuanitaWatterworth（1909-1965）の存在

は最も大きく２)、女史により沖縄における戦後の看護制

度の土台が築かれた。

1．看護関係の布令

１９５１（昭和26）年に出された布令第35号看護婦養成学

1）

2）

3）

沖縄県立看護大学

沖縄県福祉保健部

前沖縄県立沖縄看護学校
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（
資
料
１
の
１
）

（
資
料
１
の
２
）

当時、看護協会は衛生看護学科の設置に反対していたが、

学校教育の一つとして設置するとした文教局は布令とは

関係なく開設した。そして准看護婦として卒業を目前に

控えた衛生看護学科の生徒43人の取り扱いが問題となり、

看護協会は准看護婦制度をのまざるを得なくなっていっ

たが、保助看法との関連で生じた特例措置については最

後まで医師会と対立した。看護協会は立法院、文教社会

委員会や琉球政府に対して、３年間看護の補助的業務に

従事している者に対して講習会をして免許を与えるとい

う特例措置の修正を要請した。一方、立法院の会期が残

り少なくなり、法案が強行採決される兆しがみられた。

このため看護協会は沖縄看護協会長・沖縄助産婦協会長

Ⅲ公助看法の民立法時の状況

１．沖縄看護協会の活動

論争の焦点は准看護婦と看護の補助的業務に従事して

いる者の特例措置であった。当時の看護協会の組織は、

本土の日本看護協会と同様に公衆衛生看護婦部会、助産

婦部会、看護婦部会があり、さらに沖縄助産婦協会があっ

た。公衆衛生看護婦、助産婦および看護婦が一致団結し

て活動した。

日本において1964（昭和39）年４月に開設した高等学

校衛生看護学科の影響により、沖縄においても1966（昭

和41）年に那覇高等学校に衛生看護学科が設置された。

－５９－

（
現
在
の
肴
麹
補
助
者
に
対
す
る
特
例
措
置
）

第
十
一
条
と
の
立
法
施
行
の
際
、
現
に
看
護
の
補
助
的
業
務
に
通
算
三
年
以

上
従
醸
し
て
い
る
者
は
、
と
の
立
鯵
施
行
の
日
か
ら
一
ラ
月
以
内
に
規
則
で
定

め
る
事
項
を
行
政
主
席
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し
た
者
は
、

間
は
、
第
二
十
六
条
の
規
定
に
か

わ
せ
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こ
と
が
出
来
る
。

こ
の
立
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の
日
か
ら
五
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Ｌ
わ
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第
五
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る
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る
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第
三
十
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の
規
定
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る
。
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十
二
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前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
が
、
虚
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又
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不
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い
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を
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、
十
五
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下
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に
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す
る
。
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十
三
条
行
政
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席
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、
附
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第
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一
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第
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項
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す
る
者
が
、
第
七

条
の
規
定
は
第
八
条
各
号
の
一
に
該
当
す
る
に
い
た
っ
た
時
は
、
そ
の
業
務

を
禁
止
す
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こ
と
が
出
来
ろ
。
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甲
十
四
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前
菜
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業
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碁
率
止
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分
に
違
反
し
た
者
は
、
十
五
ド
ル
以
下
の
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金
に
処
す
る
。

（
試
験
に
関
す
る
特
例
）

第
十
五
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行
政
主
席
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附
則
第
十
一
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す
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し
た
者
に
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前
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上
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補
助
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軍
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た
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舗
習
を
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了
し
た
後
で
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ば
受
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が
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来
な
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。

第
十
六
条
前
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
特
例
試
験
に
関
し
て
必
要
な
事
項

は
規
則
で
定
め
ろ
。

（
免
許
の
特
例
）

第
十
七
条
行
政
主
席
は
、
附
則
第
十
五
条
に
規
定
す
る
特
例
試
験
に
合
格
し

允
者
に
対
し
、
第
六
条
の
規
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に
か
』
わ
ら
ず
准
看
護
婦
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免
許
を
与
え
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と
と
が
で
き
る
。

公
衆
衛
生
看
護
婦
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産
婦
看
護
婦
法
（
案
）
抜
粋

（
現
在
の
看
護
補
助
者
に
対
す
る
特
例
措
置
）

第
十
一
条
と
の
立
法
の
施
行
の
際
、
現
に
医
師
又
は
歯
科
医
師
の
指
導
監
督

の
下
に
看
護
の
補
助
的
業
務
に
従
事
し
て
い
る
者
は
、
こ
の
立
法
の
施
行
の

日
か
ら
三
ヶ
月
以
内
に
規
則
で
定
め
る
車
項
を
行
政
主
席
に
届
け
出
な
け
れ

な
ら
な
い
。

⑨
■
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前
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よ
・
０
届
出
を
し
た
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つ
い
て
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こ
の
立
法
の
施
行
の

日
か
ら
五
年
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は
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第
三
十
八
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。

た
だ
し
、
第
二
十
三
条
か
ら
第
二
十
五
条
ま
で
の
規
定
に
違
反
し
た
掛
合
は

こ
の
雨
謬
り
で
な
い
。

第
十
二
条
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
が
、
虚
偽
又
は
不
正
の
事
実
に
基
づ

い
て
届
出
を
し
た
時
は
十
五
ド
ル
以
下
の
刑
金
に
処
す
る
。

（
臨
時
准
宥
護
蝿
養
成
所
の
設
置
等
）

第
十
三
条
行
政
主
席
は
附
則
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
行
な
っ
た
者

で
、
医
師
又
は
歯
科
医
師
の
指
導
監
督
の
下
に
、
通
算
三
年
以
上
看
護
の
補
助

的
業
務
に
従
事
し
た
者
に
対
し
、
こ
の
立
法
の
施
行
の
日
か
ら
五
年
間
は
、

規
則
で
定
め
る
准
看
護
婦
に
な
る
の
に
必
要
な
学
科
を
履
修
せ
し
め
る
た
め
、

臨
時
准
宥
護
翻
養
成
所
を
段
圏
す
る
こ
と
が
出
来
ろ
。

２３

、
前
項
の
鴎
時
准
看
獲
婦
養
成
所
を
卒
業
し
た
者
は
、
第
十
九
条
の
規
定
に

か
Ｌ
わ
ら
ず
、
准
看
謹
婦
試
験
を
受
け
る
こ
と
・
が
出
来
ろ
。

、
第
一
項
に
規
定
す
る
臨
時
准
看
謎
婦
養
成
所
の
設
置
、
運
営
、
そ
の
他
必

要
な
事
項
は
規
則
で
定
め
ろ
。

公
衆
衛
生
看
護
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
抜
粋
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特例措置を強硬に要望した。医師会は看護婦不足と有資

格者が得られないことを主張し、今回の立法で是非救済

してもらいたいと、沖縄の実情に適合するよう布令を民

立法に切り替えることを求めた。看護協会と同様、声明

文の発表、立法院への陳情、文教社会委員会、琉球政府

への陳情等ですさまじい活動が展開された。委員会審議

の開会時、立法院は医師会・看護協会の会員であふれた

(写真２）。傍聴席は身動きもできない状態であった。医

師会の指導とバックアップの下、「見習い看護婦有志会」

が結成された。この有志会は政府案を支持し、総決起大

会では｢看護の第一線は私たちの手で－私たちを犠牲に

するな－」をスローガンとした。看護協会は有志会に

法案内容の説明、本士復帰に伴う今後の問題点などにつ

いて説明し理解を求めたが、有志会は早期の立法によっ

て准看護婦の資格が与えられることを希望し、立法院や

文教社会委員会、琉球政府へ陳情した。

鰯
鰹醗騨鰯蕊f鍵辮蕊露蕊鍵鑓鯉》

写真１国際通りデモ行進

３．マスコミの状況

沖縄の主な地方新聞である琉球新報、沖縄タイムスに

は連日、看護法案をめぐって沖縄看護協会や沖縄医師会

の会員の論壇や投書、一般住民の投書やニュース等が掲

載された。テレビ・ラジオも同様であった。法案審議中

の1968（昭和43）年６月28日「看護法案をめぐって」と

題してテレビ公開討論会がＲＢＣ放送局の企画でＲＢＣ

ホールで行われ、看護協会長、医師会長が討論を行った。

この討論は大きな反響をよび、ホールは人々で埋め尽く

され、またテレビの前も同様で、一般住民の関心の高さ

が示された。

写真２立法院文教社会委員会

の連名による声明文の発表、全地域で会員による住民へ

の文書配りなどを実施し、人々の看護に対する理解を高

める活動を展開した。１９６８（昭和43）年７月12日、看護

協会の真意を広く関係者および住民へ伝えるために、那

覇市安里のおきぼうホールで、看護の質の低下を招く特

例措置に対する看護法案修正要求総決起大会が開催され

た。総会に引き続き、白衣とキャップの看護婦、制服姿

の公衆衛生看護婦、助産婦、看護教師、養護教諭、看護

学生など500人余の参加の下、スピーカーをつけた先導

車を先頭に、「看護の質を高め、県民の生命と健康を守

ろう」の横断幕、「住民の健康を守るために」「量より質｣、

｢良い看護は教育から｣、「看護制度を確立しよう」など

様々なプラカードを掲げ、那覇市のメインストリート国

際通りを静かに堂々とデモ行進が続けられた（写真１）。

沿道の人々から、「看護婦さん頑張れ｣等々の激励の声を

受けながらデモ行進は整然と行われた。立法院広場まで

のデモ行進で、琉球政府内の庁舎の窓という窓は人々の

顔で溢れていた。立法院の中庭で決起大会が行われ、声

明文が読み上げられた。看護婦らによるデモ行進は、後

日、沖縄にとって前代未聞の出来事として扱われた。

Ⅳ准看護婦制度のスタート

一般住民の関心が高い中、公助看法が立法第149号と

して1968（昭和43）年７月18日立法院本会議において可

決され、准看護婦制度がスタートした。さらに特例措置

として看護の補助業務に従事している者に対して臨時准

看護婦養成所が設けられ、修了者は行政主席の免許試験

を受けることになった。特例措置は、現に医師又は歯科

医師の指導監督の下に看護の補助的業務に従事している

者は、立法の施行の日から３カ月以内に行政主席に届出

をする。行政主席は届出を行った者で医師・歯科医師の

指導監督の下に通算３年以上看護の補助的業務に従事し

た者に対して立法の施行の日から５年間、准看護婦にな

るのに必要な学科を履修させるために臨時准看護婦養成

所を設けることになり、卒業した者は、行政主席が行う

准看護婦試験を受けることができるようになった（資料

1-2)。看護協会は教育と免許試験で最終的に修正案に

妥協することになった。

2．沖縄医師会の反応

医師会は看護の補助的業務に従事している者に対する
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表１養成経過

表２学科目
録された者で911人を予定した。教育レベルは、保助看

法による准看護婦教育の内容を目標とした。運営に関し

ては看護審議会に諮問し、その議決に基づいて行われ、

教科課程は解剖生理他16教科で総時間500時間であった

(表２）。講義法は委託講義332時間、合同講義168時間で

テキストはメヂカルフレンド社の看護教本を使用した。

委託講義はレポート課題を与え、レポート提出、添削指

導、評価後に返却という方法で１日３時間月曜日から金

曜日までレポートをまとめさせた。合同講義は毎日曜日

に行われ、各科目終了時に試験が実施された。予定人員

911名のうち、入所したのは588人（645％）で、474人

(806％）が修了し、最終的に444人（937％）が准看護

婦試験に合格した。

２．准看護婦試験の実施

公助看法の施行に伴い1969（昭和44）年６月13日、１４

日に琉球政府行政主席による第１回准看護婦試験が実施

された。受験資格は、公助看法第19条に基づき、那覇高

等学校衛生看護学科の卒業生が対象となり、受験者13人

中12人が合格した。１９７０（昭和45)年11月２８日、２９日に

行われた第３回准看護婦試験より公助看法附則第13号に

基づく臨時准看護婦養成所を修了した者も対象となり、

男子10人を含め161人の受験者に対し155人（男10人）が

合格した。本土復帰までに琉球政府による准看護婦試験

は５回実施され、373人の受験者に対し341人（91.4％）

が合格､准看護婦となった。

１．臨時准看護婦養成所の開所

公助看法の立法により１９７０（昭和45）年３月１日よ'）

臨時11ｋ看護婦養成所がスタートし、１９７３（昭和48）年１

１]ｌ４Ｒ迄に４期の養成が行われた４１。修業年限は８カ月

であった（表１）。養成所の対象者は琉球政府に届出登

－６１－

1期 ２期 ３期 〃 ４期 計

期間
自1９７０．３．１

至１０．３１

自１９７０．１１．１２

歪１９７１．７．３１

５
６
１
１

●
■

８
４

１
２

７
７

９
９
１
１

自
至 自１９７１．１０．９

至１９７１．５．３１

自１９７２．４．２３

至１９７３．１．１４

予定人員 ２００ ３２９ １８９ ７１ １２２ 911名

入所生 ２００ １８８ ８９ ４７

宮古３９

八重山８

６４ 588名

終了生・通学者

及び終了延期
1６６（３４）

1４６

那７７

中６８

(４２）

７７

那５３

中２４

(１２）

３８

宮古３０

八重山８

(９）

４７（１７） 474名

(114）

対象

那覇地区

南部地区

那覇地区中部地区

南部地区北部地区

那覇地区中部地区

南部地区北部地区

宮古地区

八重山地区

全琉

開設場所 那覇 那覇南部 那覇南部 宮古八重山 那覇

免許試験合格者 ４４４

学科目

学科目時間

総
時
間

委
託
講
義

ス
ク
ー
リ
ン
グ

解剖整理 4５ 2５ 2０

細菌及び消毒法 3(） 2０ 10

個人衛生 1５ 1３ ２

食事療 1５ 1３ ２

薬理概論 1５ ８ ７

疾病と健康の社会的考察 2０ １６ ４

関係衛生法規 1０ ６ ４

看護史及ぴ倫理 1０ ６ ４

看護原理及び実際 8(） 6０ 2０

内科疾患及び看護
3０

5０

2０

2０

10

3０

外科疾患及び看護
1５

3５

1３

2２

２

1３

'１，児科疾．患及び着護
2０

2０

1６

1４

４

６

産婦人科疾，患及び看護
1５

1５

11

９

４

６

精神科疾患 2５ 2１ ４

眼耳鼻咽喉歯科疾患

５

６

４

３

４

２

２

２

２

皮膚泌尿器疾,患 1０ ６ ４

整形外科疾.懇及び理学療iｉ上
一、 l(） ４ ６

計 500 332 1６８



沖縄県立看護大学紀要第１号（2000年２月）
（
資
料
２
の
１
）

沖
縄
の
復
帰
に
伴
う
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
〈
抄
）
抜
粋

雨
一

四
六
・
’
一
一
・
一
一
一
一

一
二
九

（
准
看
讃
婦
に
関
す
る
特
例
）

第
百
二
条
公
衆
衛
生
看
護
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
（
千
九
百
六
十
八
年
立
法
第
百
四
十

九
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
立
法
第
百
四
十
九
号
」
と
い
う
。
）
附
則
第
十
三
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
臨
時
准
看
護
婦
養
成
所
又
は
厚
生
大
臣
が
指
定

す
る
こ
れ
に
準
ず
る
准
看
護
婦
の
養
成
所
を
卒
業
し
た
者
は
、
保
健
婦
助
産
婦
看
護

婦
法
（
昭
和
二
十
一
一
一
年
法
律
第
二
百
一
一
一
号
）
第
一
一
十
一
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

沖
縄
県
知
事
が
行
な
う
准
看
護
婦
試
験
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
前
項
の
規
定
に
よ
り
准
看
護
婦
試
験
を
受
け
、
こ
れ
に
合
格
し
た
者
に
係
る
准
看

謹
婦
の
免
許
は
、
沖
縄
県
知
事
が
与
え
る
。

３
前
項
の
規
定
に
よ
り
免
許
を
受
け
た
准
看
護
婦
は
、
沖
縄
県
の
区
域
以
外
の
本
邦

の
地
域
に
お
い
て
は
、
保
健
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
第
六
条
に
規
定
す
る
業
を
し
て
は

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
厚
生
大
臣
が
指
定
し
た
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
者
に
つ

い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

４
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
免
許
を
受
け
た
准
看
護
婦
に
対
す
る
保
健
婦
助
産
婦
看
謹

婦
法
第
二
十
一
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
三
号
中
「
准
看
護
婦
」
と

あ
る
の
は
、
「
准
看
護
婦
（
沖
縄
の
復
帰
に
伴
う
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
第
百
二
条

第
三
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
者
に
限
る
。
）
」
と
す
る
。

５
こ
の
法
律
の
施
行
の
際
立
法
第
百
四
十
九
号
附
則
第
十
一
一
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
准
看
護
婦
試
験
を
受
け
、
こ
れ
に
合
格
し
て
い
る
者
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

准
看
讃
婦
試
験
を
受
け
、
こ
れ
に
合
格
し
た
者
と
み
な
し
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
際

同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
准
看
護
婦
試
験
を
受
け
、
こ
れ
に
合
格
し
た
こ
と
に
よ

り
同
立
法
に
よ
る
准
看
護
婦
と
な
っ
て
い
る
者
は
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
免
許
を

受
け
た
准
看
護
婦
と
み
な
す
。

６
第
三
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
一
万
円
以
下
の
罰
金

に
処
す
る
。

（
表
略
）

（
保
健
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
施
行
規
則
関
係
）

第
十
二
条
法
第
百
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
准
看
護
婦
試
験
を
受
け
よ
う
と
す
る

者
は
、
保
健
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
厚
生
省
令
第
三
十
四

号
）
第
二
十
七
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
に
規
定
す
る
受
験
願
書
に
、
同
令

第
二
十
四
条
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
並
び
に
法
第
百
二
条
第
一
頃
に
規
定
す
る
臨
時

准
看
護
婦
養
成
所
又
は
厚
生
大
臣
が
指
定
す
る
こ
れ
に
準
ず
る
准
看
讃
婦
の
養
成
所

を
卒
業
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
而
を
添
え
て
、
こ
れ
を
沖
繩
県
知
事
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

２
法
第
百
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
准
看
讃
婦
の
免
許
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
保
健
婦
助
産
婦
看
讃
婦
法
施
行
規
則
第
二
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
に

規
定
す
る
申
請
書
に
、
同
令
第
一
条
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
並

び
に
法
第
百
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
准
看
讃
湘
試
験
の
合
格
証
書
の
写
し
を
添
え

て
、
こ
れ
を
沖
繩
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
法
第
百
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
免
許
を
受
け
た
准
看
識
婦
が
同
条
第
一
一
一
項
た

だ
し
書
に
規
定
す
る
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
後
准
看
誕
婦
籍
に
そ
の
旨
の
登
録

を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
当
該
講
習
会
α
修
了
証
書
の
写
し
及
び
免
許
証
を
添

え
て
、
沖
繩
県
知
事
に
准
看
護
婦
籍
の
訂
正
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４
前
項
の
場
合
に
は
、
免
許
証
を
書
き
換
え
交
付
す
る
。

５
令
第
十
九
鍋
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
保
健
婦
、
助
産
婦
又
は
看
讃
婦
の
免
許
を
受

け
よ
う
と
す
る
者
は
、
保
健
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
施
行
規
則
第
一
条
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
同
条
に
規
定
す
る
申
請
誉
（
公
衆
衛
生
看
護
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
（
千
九

百
六
十
八
年
立
法
第
百
四
十
九
号
）
附
則
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
衆
衛
生

肴
讃
婦
、
助
産
婦
若
し
く
は
肴
讃
婦
の
免
許
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
た
者
又
は
同
立

法
附
則
第
八
条
に
規
定
す
る
保
健
婦
、
助
産
婦
若
し
く
は
着
謹
婦
の
免
許
を
得
た
者

に
つ
い
て
は
、
同
令
第
一
号
様
式
に
準
ず
る
。
）
に
、
同
令
第
一
条
第
二
項
第
二
号
及

び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
免
許
証
の
写
し
若
し
く
は
免
許
証
に
相
当
す
る

書
類
の
写
し
又
は
合
格
証
書
の
写
し
を
添
え
て
、
住
所
地
の
都
道
府
県
知
事
を
経

由
し
て
、
こ
れ
を
厚
生
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
資
料
２
の
２
）

沖
縄
の
復
帰
に
伴
う
厚
生
省
関
係
の
特
例
に
関
す
る

雨四壯・三一・’’五
省
令
（
抄
）
抜
粋

Ｖ沖縄の日本復帰に伴う厚生大臣指定講習会

１９７２（昭和47）年５月15日日本復帰に伴い、沖縄の復

帰に伴う特別措置に関する法律第102条第３項に基づく厚

生大臣指定講習会が、臨時准看護婦養成所を卒業し、沖

縄における准看護婦の免許を得た者に対し実施された

(資料２）。すなわち講習会の目的は保助看法第6条に基

づいて准看護婦の資格を与えることである5)。講習会の

主催者は沖縄県知事で、１９７３（昭和48）年６月から1974

(昭和49)年３月までに開催された講習時間は525時間

(学科245時間、実習280時間）であった（表３）。受講資

格のある者444人中226人（509％）の応募者があり、そ

のうち198人（82.6％）が受講し、159人（803％）が修

了した（表４）。すなわち444人中159人（35.8％）が保

助看法に基づく准看護婦免許を取得し、復帰後も准看護

婦として全国で業務を行うことができ、さらに看護教育

２年課程へ進学することが可能となったい。したがって

未受講者や講習会の過程を修了できなかった者には、沖

縄県内のみにおいて保助看法第６条に規定する業務を行

うことが許された。

－６２－



仲里：日本復帰前後の沖縄における准看護婦制度の史的考察

表４養成状況

表３ 講習科目及び講習時間

日本復帰前後の沖縄における看護婦制度の特徴として

あげられる点は、１つはUSCAR看護専門官の看護に

対する先見性であり、もう１つは看護の社会的地位向上

と県民の生命と健康を守るために、看護の質を問い行動

した看護職者である。
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１）琉球政府厚生局医務部医事課、医療関係法規集．
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５）厚生省看護問題研究会監修、看護六法、新日本法規、

1999.

6）厚生部医務課、沖縄県における看護婦養成施設概要、

1973.

Ⅵまとめ

沖縄における准看護婦制度は、米国軍政下における布

令にはなかった。復帰を間近にし、日本の諸制度への移

行の準備の中で、保助看法を前提として布令により公助

看法が民立法化された。これに基づき看護専門職能団体

は、准看護婦制度を受け入れることを余儀なくされた。

その大きな理由として、単に保助看法のみならず那覇高

等学校衛生看護学科の第１回卒業生を目前していたため、

現実問題として譲歩せざるを得なかったことがあげられ

る。さらに看護の補助的業務に従事している者に准看護

婦免許を与えるに際して、臨時准看護婦養成所を設置し、

終了後は行政主席の行う准看護婦試験を合格することと

して、あゆみよった経過がある。日本復帰後は日本復帰

特別措置法により、公助看法の准看護婦は厚生大臣の定

める講習会を受講することにより、保助看法に基づく准

看護婦資格へ移行することができ、その後の看護教育２

年課程へ進学する道が開けた形となった。しかし受講資

格者444人中159人は保助看法に基づく准看護婦となった

が、残された285人についてはその後の動向および実態

を把握する必要がある。
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沖縄看護協会：ともしび看護法特集号第10号、1969.

大田昌秀：沖縄の帝王高等弁護官、久米書房、1985．

沖縄県医師会：沖縄県医師会報10月号、1991．

沖縄県公文書館：琉球政府の時代一図録、１９９６
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レンド社、1998．

沖縄県公文書館：琉球政府行政機構変遷図、1952.41
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－６３－

期間 1ＩＪＩ生

昭和48年４月

昭和49年３月

回生

昭和49年４月

昭和50年３月

三回生

昭和50年４月

昭和51年３月

四回生

昭和51年４月

昭和52年３月
計

応募者数 ５３ ６０ ６７ ４６ ２２６

受講者数 ５０ ６０ ５５ ３３ １９８

中退者数 ５ １３ １０ １１ ３９

修了者数 ４５ ４７ ４５ ２２ １５９

科目名 学科 実習 計

関係衛生法規 1０ 1０

看護史及び倫理 1０ 1０

看護原理及び実際 8０ 8０

内科疾,患及び看護 4０ 100 140

外科疾患及び看護 3５ 100 135

小児疾`患及び看護 3０ 4０ 7０

産婦人科疾患及び看護 2０ 4０ 6０

精神科疾患及び看護 2０ 2０

計 245 280 525




